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別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

議長　　　　　あいさつ

副町長　　　　あいさつ

委員長　　　　皆さんにお願いいたします。議案審査の順序は、議案第２号、11号、３号、８号、15号、７号、21号、22号、28号の順で行います。これより議事にはいります。

　　　

議案第２号

委員長　　　　本委員会に付託されました議案第２号平成２１年度長久手町国民健康保険特別会計予算についてを議題といたします。議案第２号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第２号について説明。

委員長　　　  説明は終わりました。これより議案第２号に対する質疑等を行います。

　　　　　　  質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

佐野委員　　　特定健診は3,020人分で、何パーセントになりますか。

保健医療課長　平成21年度の目標受診率は46.3パーセントで、国の指導で平成24年度に65パーセントに持っていくことになっています。

佐野委員　　　前年度の実績は40パーセントの目標でいいですか。結果は何パーセントでしたか。

保健医療課長　結果は44.4パーセントです。昨年４月１日現在で40～74歳までの方で、対象人数は6,050人、実施は2,690人です。

佐野委員　　　積極指導の方は、昨年度は何人で、今年の見込みは何人ですか。

保健医療課長　判定で304人がメタボの予備軍で、該当が325人です。対象としては、　　積極的支援が93人、動機付け247人です。

佐野委員　　　昨年度の見込みは72人でしたか。

保健医療課長　昨年度の見込みは、積極的支援72人、動機付け129人でした。

佐野委員　　　20人位オーバーした原因は何かありますか。

保健医療課長　あくまで、全国平均からの推計で予算計上したためです。

加藤武委員　　323ページ電算処理費1,041万７千円、325ページ、徴税費電算処理費1,100万円、委託は毎年これくらいの金額なのか。

保健医療課長　毎年計上しています。

加藤武委員　　業者は決まっているのか。

保健医療課長　随意契約で同じ業者です。

加藤武委員　　毎年同じくらいか。

保健医療課長　算出根拠は、単価等十分精査して、そのつど設計しています。同じような金額です。

加藤武委員　　327ページ、審査支払手数料、552万９千円、これはどこへ支払うものか。

保健医療課長　国保連合会です。

加藤委員　　　１レセプトいくらか。

保健医療課長　後ほど回答します。（１件17円42銭の回答）

加藤武委員　　毎年ほぼ同じくらいなのか。

保健医療課長　そのとおりで、数年間単価は変わっていない。

加藤武委員　　332～3ページ、保険財政共同安定化事業拠出金２億1,628万円を詳しく説明してください。

保健医療課長　高額療養費で保険者に費用が偏るのを防ぐために、県内の国保保険者で拠出金を出しています。１レセプト当たり３０万円を超えるものについての拠出金です。

30万円～80万円の高額なものについては連合会からもらえます。

加藤武委員　　高額医療費の場合は、ここから支払ってもらうのか。

保健医療課長　そのとおりです。いったん拠出金として出して、30万円を超えるものをいただくことになっている。県内60余りの団体が出している。1つの保険者に負担が偏らないようにするための機能を持っています。平成18年10月からスタートした制度です。

加藤武委員　　高額医療費の不足分は町から支払うのではないのか。ここを通すメリットはあるのか。

保健医療課長　高額医療費に該当する人が増えたときに、国保財政を圧迫するのを防ぐためのもので、互助的な制度のものです。

加藤武委員　　最初に２億円を入れて、ためておいてから、そこから個人へ支払うのか。

保健医療課長　直接個人には支払わなくて、いったん町に入れます。

加藤武委員　　金額が不足したら、そこへ入れるのか。

保健医療課長　国保連合会で３年間の出ぐあいを計算し、年間の定額で支払っています。

加藤武委員　　オーバーした分は、町が助かるのか。

保健医療課長　そうです。316ページに６款１・２項の共同事業交付金が国保連合会から入るものです。

加藤武委員　　町が高額医療費を直接支払った場合と、ここを通した場合と、どちらが得か。

保健医療課長　保険的な制度で、急に高額医療費が増えた場合に連合会から負担してもらえる制度です。

委員長　　　　来年度の国保の特徴を質問します。

来年度予算で、加入者の平均所得はいくらで、保険料をどのくらい負担するのか。加入者が減るという説明だったが、この景気の状況だと、加入者が増えると思うが、予算の中ではどう予想をしているのか。

　　　　　　　滞納は今年どのくらい解決し、21年度はどうか。短期保険証の発行をなくすようどう努力をしているのか。

保健医療課長　短期医療証は、今403世帯に出している。20年度は保険証の更新の年で、納税相談をしながら更新を行った。短期医療証の発行を増やさない努力は、扶養家族控除を入れて見えない人には確定申告を勧めるとか、修正を進めるとか、支払えない人には減免制度を案内し、分納についても収納課と相談をし努力しています。

加入者の状況は、昨年の景気が悪くなったときからの新規加入は、10月114名、11月77名、12月90名、１月91名、２月89名で、資格喪失、社保への加入者は10月91名、11月87名、12月80名、１月90名、２月76名で大きな変動はみられません。景気後退による影響は少ないと考えている。

滞納は繰越が見込める分で計上しています。

委員長　　　　平均所得などは、つかんでいないのか。

保健医療課長　平成20年度の分析は、医療給付費分で１人当たりの調定額6万9,841円、１世帯当たり12万8,021円です。近隣市町で東郷町１人当たり7万9,997円、１世帯当たり14万8,324円。尾張旭市1人当たり7万9,341円、１世帯当たり14万3,785円です。この数字は国保連合会調べです。
委員長　　　　その金額を、21年度はどのようにみているのか、上がるのか。

保健医療課長　税率は据え置きなので、本人所得の自然増の分は上がるが、個人への大きな影響はないと考える。

小池委員　　　307ページ、国保税の収入は前年度よりも多く見込まれているが、対象者は変わらないという説明でしたが、どのように考えているのか。

保健医療課長　国保税を積算するときに、21年度については一般6万8,297円をベースに9,365人を掛け、収納率91パーセントと見込んで出しています。

　　　　　　　この金額は、１年前のものを元にしているが、20年度と比べて1,000円程上がっています、21年度が多くなった原因かと思う。

大きな原因としては、退職者の人数が増えている。１人当たりが一般に比べて２万円程高い調定額となっているので、昨年度よりも増となっている。収納率は一般の91パーセントに対して、退職者は97パーセントで積算している。

小池委員　　　これまでと同様に計算されているが、今の経済状況を考えていなかったのか。

保健医療課長　大きく影響を受けるのは収納率と思うが、この予算を編成する時には、今回の経済状況を予想してなかったので、この数字で計上となりました。

委員長　　　　328ページ、出産育児一時金420万円増えている。どれくらい予定しているのか。出産は700人くらいあったと聞いているが、国保は何人予定しているのか。

短期保険証を400何人出しているが、減免制度の適用をできる人の分析はどうか。

医療給付費を上げない努力として、ジェネリック医薬品の使用努力はどうしているか。レセプト点検はどうか。

保健医療課長　出産育児一時金は56人分です。20年度は52人を予定した。そんなに多くはない。今年前半は38万円で、10月から42万円を予定しています。

　　　　減免制度の拡充は、従来通りであり、前年所得に対して所得が大幅に下がった方、所得の上限300万円で、見直しの予定はありません。

レセプト点検は毎年行っている。特に国保資格については厳しく調査しています。

ジェネリック医薬品の活用関係は、医師会に出席させてもらいＰＲをしている。また、年6回出している医療通知にＰＲするよう国保連合会にお願いしている。広報にも載せる予定です。

川本委員　　　国保加入者は増えると思うが、入る人と後期高齢者などで出ていく人。出入りの数字はどう考えているのか。

保健医療課長　長期的なシュミレーションはしていないが、75歳になる人が毎年150名くらいみえます。

川本委員　　　薬局でジェネリック医薬品をお願いする人はほとんどいない。この圏域でまとまって医師会に投げかけることをしないと、進まないと思うがどうか。

保健医療課長　ジェネリック医薬品の活用は、可能な限りＰＲしていきたいと思う。

小池委員　　　331ページ、葬祭費がかなり増えているがなぜか。

保健医療課長　昨年度50人を見込んだが、実績からして90人くらい予想されるので、実績を元に計上した。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第２号平成２１年度長久手町国民健康保険特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第２号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１１号

委員長　　　　次に議案第11号平成２０年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算(第２号)についてを議題といたします。議案第11号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　　議案第11号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第11号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

加藤武委員　　２ページ国・県・前期高齢者交付金など全てで減額だがその理由は。額がこの時期に決まるのか。

保健医療課長　歳出で老人保健拠出金や後期高齢者の支援金などが確定してくるので、それに対して国・県も決まるので、当初との差をこの時期に補正しています。

加藤武委員　　平成19年度決算で9,300万円くらい余ったが、今回の予測はどうか。

保健医療課長　２～３月の医療費の状況で変わってくる。年間20億円弱の医療費を出しているので、１割でも２億円の差となるので、かぜやインフルエンザの流行で変わるが、繰越金は前年度よりも下がると思う。

加藤武委員　　この時期なら判るのではないか。余ると思うが、予想はどうか。

保健医療課長　19年度はインフルエンザの流行がなかったので、今年は流行しているとも聞くので。２月分のものは４月に請求がくるので、予測が立てにくい状況です。

委員長　　　　８・９ページ、国民健康保険税の3,268万２千円の内訳が全額滞納繰越分です。収納課で過酷な取立てが行われたのではないか。延滞金も157万７千円もあるが、努力をしたことはわかるが、払う方に厳しいのではないか。

保健医療課長　20年度収納課とは連携を取っており、過酷なことをしているとは聞いておりません。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第11号平成２０年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算(第２号)について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第11号は原案のとおり可決することに決しました。

この際、暫時休憩とします。

　　　　　　　　　

午前１１時１１分休憩

　　　　　　　

午前１１時２０分再開

議案第３号

委員長　　　　休憩前に続き会議を再開します。

次に議案第３号平成２１年度長久手町老人保健特別会計予算についてを議題といたします。議案第３号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第３号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第３号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

加藤武委員　　この会計は、平成21年度で終わるのか。

保健医療課長　平成20年度から３年間で、平成22年度までです。

加藤武委員　　357ページ、医療給付金と医療費支給費は、どのような人に出すのか。

保健医療課長　75歳以上の老人保健に加入していた人の医療費で、月遅れの請求分に対応するものです。

加藤武委員　　修正分などは、まだ22年度も出るのか。

保健医療課長　件数はうんと減るが、審査が難しく時間がかかったものや交通事故などで請求が何らかの理由で遅れたものです。平成22年度は金額も件数も、これよりも少なくなると思います。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第３号平成２１年度長久手町老人保健特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第３号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第８号

委員長　　　　次に議案第８号平成２１年度長久手町後期高齢者医療特別会計予算についてを議題といたします。議案第８号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第８号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第８号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

加藤武委員　　歳入の保険料２億8,586万６千円、対象者は2,623人でよろしいか。

保健医療課長　そうです。

加藤武委員　　保険料は１人最高、最低、平均はいくらか。

保健医療課長　1人最高50万円、最低4,000円、平均は平成20年度で単純に人数で割りますと10万76円です。

加藤武委員　　それぞれの人数はわかるか。

保健医療課長　保険料のいくらが何人かの分析はしていません。

加藤武委員　　愛知県の広域連合へ、４億7,500万円くらい出しているが、広域連合の予算はいくらか。国県からの補助はあるのか。

保健医療課長　広域連合の資料は持ってきていません。

加藤武委員　　いつわかるのか。広域連合の議会はいつあるのか。

保健医療課長　日にちはわからないが、間もなく予算も確定すると思います。

加藤武委員　　広域連合の中で、長久手町は高いのか安いのか。

保健医療課長　県下の保険料は一律で、金額は所得の状況で変わってきます。

川本委員　　　滞納は少ないと思うが、所得の低い人の滞納が増えると思うが、対応はどうのようか。

保健医療課長　広域連合の収納率の目標は20年度99.68パーセントを予定している。滞納が増えた場合、短期保険証の適用については広域連合の判断になる。分割納付などについては、その人に応じた対応となる。

加藤武委員　　後期高齢者保険料の資産割はあるのか。

保健医療課長　資産割はありません。均等割が40,175円あります。

加藤武委員　　広域連合の中は同じか。

保健医療課長　そうです。

委員長　　　　現在滞納者はいるのか。資格証明書の対応の事務は役場でするのか。決まりどおりの事務をするのか。

保健医療課長　２月分がまだ集計していないが、収納率は94.4パーセントです。滞納についてはリストアップし、電話をすることになる。短期医療証については、発行が広域連合で、広域連合が判断して発行することになります。滞納については、広域連合からの調査があると思う。

委員長　　　　新規の加入者の苦情を受け付ける体制はできているのか。

保健医療課長　制度のへの苦情はあった。現在は、柔軟な対応をしており、天引きは本人の選択で行っている。天引きから口座振替へ異動した人もいる。柔軟に臨機応変に対応しています。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第８号平成２１年度長久手町後期高齢者医療特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第８号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第１５号

委員長　　　　次に議案第15号平成２０年度長久手町介護保険特別会計補正予算(第３号）についてを議題といたします。議案第15号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第15号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第15号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

川本委員　　　12ページ、介護サービス等諸費、減額するということは、利用者が少なくなったのか。

福祉課長　　　全体的に減額となっていますが、例をあげると、地域密着型の小規模多機能のサービスの利用が進まなかったようなことが減額の要因となっていると考えます。

川本委員　　　特養については、待機者が70～80人あると聞くが、福祉の家の西側にできるが、入居者が少なくても運営ができるのか。

福祉課長　　　現在、たいようの杜でも精力的に動いていると聞いている。ショートサービスとグループホームで、総合的に経営していくと聞いています。

川本委員　　　この先のサービスは、どのように考えているのか。

福祉課長　　　今後の介護保険の見通しは、地域福祉へ重点的に目を向けて考えていかなければいけないと、介護の事業と地域の事業とを一体的にやっていく方向性があるのではないかと思います。

加藤武委員　　地域福祉は事業をどうやっていくのか、まだ計画ではないのか。

福祉課長　　　計画の中にも盛り込んであるが、今、実際に行っている事業もあります。例えば自立支援関係で、認知症サポーターの養成、認知症支援プログラムなど、個々には事業をしているが、それを総合的に進めていきたいと考えています。　　

加藤武委員　　それは、今の施設サービスとは違うのではないか。

福祉課長　　　違いますが、介護保険の方向性ということで答えました。

加藤武委員　　長久手町の場合は、入る施設が不足している。だからこれだけ予算を減額しているのではないか。施設へ入りたくても入れないのではないか。

福祉課長　　　それぞれ居宅介護、地域密着型、施設サービスがいろいろあるが、有料老人ホームやそれ以外のものについても減額しておりますが、地域密着　　　などの利用が少なくなっていることなどが考えられます。施設介護サービスについても一定の伸びを見込んだが、当初の見込みほど利用者の見込みがなかったということで減額となりました。

加藤武委員　　利用者はあるが、入る施設がないのではないかと聞いている。

保健福祉部長　待機者が特養については、70数名あります。対応は第４期で計画している、小規模の特養29人、共同生活介護であるグループホームの定員は長久手町では５ユニット53だと思います。現在、長久手の計画では33名ですので、長久手の人しか入れない。余裕が20人です。

他には、有料老人ホームの中にある特定施設、それも長久手町の対象として考えています。そういったことを第４期で計画している。国が平成26年度を基準とした特養の入所者については、介護度の高い人を入れる。軽い人は違う方法をとっていく。70数名の方については、第４期で盛り込んで対応していくことになります。

加藤武委員　　他市町村より少ないといわれたが、施設がないから待機者が少ないと思う。70数名の待機者を基準にして第４期のことを言われたが、70名が100何名になると思う。小規模多機能29名、グループホーム33名とかで対応できるのか。

委員長　　　　補正予算ですので、来年度のことは次の議案で行いますので、補正予算のことに限って、質問をしてください。

加藤武委員　　減額の理由を聞いてるだけだ。

保健福祉部長　減額の理由は、地域密着型については29名の特養が本来は20年度にできる予定が、事業者の都合により平成21年度になりましたので、その分が利用されなかったことの減額が主です。

施設サービスは、平成18年10月からホテルコストが個人負担となったことが大きな減額の要因です。

委員長　　　　居宅介護サービスで、平成20年度介護度１だった人が、要支援１・２へ引き下げられた人は何人いるのか。制度変更により使えなくなった人、お金がなくて使えなかった人、何人いると分析しているか。

保健福祉部長　手元に資料は持っていませんが、シュミレーションでは７割の人が要支援でしたが、以前の調査では20パーセントの人が移行したと。国の想定以上はいってない。その影響はないと考えている。サービスが使えなくなったことの苦情は来ていない。

委員長　　　　苦情は役場には来ない。ケアマネージャーは役場の職員ではないので、ケアマネージャーに集まる苦情は来ていないと思う。居宅介護サービスの予算は減っている。使う人は増えている。第３期の計画は余分に見積もったのではないか。結果、保険料を高くしたのではないか。

保健福祉部長　長久手町に限らず、国でも出てきている。平成18年10月の改正については非常に大きいといえる。どこの市町も同様の状況が出てきている。

苦情については、何もしてないのではなく、定期的に職員が入った地域ケア会議をしており、そこで事案が出てくるので承知している。

委員長　　　　地域密着型で、ハートフルハウスが造った施設があるが、あそこの利用率は100パーセントで賑わっているのか、利用料が高く空きがあるのか。実態はどうか。

保健福祉部長　定員は25名で、確認をしたら17名でした。もっとできないかを尋ねたら、職員の手当てが難しいと。徐々に増やしていきたいと聞いている。経営のことについては言われてませんでした。

委員長　　　　利用料を町が軽減をする制度があれば、17名ではなく増えるのではないか。

保健福祉部長　軽減制度自体がない。国も小規模多機能について、報酬単価が低いということで上げるという考え方が出ている。補助制度はありません。

委員長　　　　補助制度を検討してほしいといっている。給料が安いから職員が集まらない、地域の介護サービスの水準を高めるには、法の縛りがあってできないと。法の縛り以外のことで施設援助を検討したことはあるのか。職員研修の費用を町が負担するとか。

福祉課長　　　国の基準があり、ここには研修の予算は盛り込まれていません。

小池委員　　　14ページ、介護予防特定高齢者把握事業費がかなり減額なのは、何が理由か。

福祉課長　　　医者とか社保との団体の契約に基づいて、生活機能評価を行うが契約単価が予算のときよりも安くできたということです。

小池委員　　　何人くらいが対象か。

福祉課長　　　65～74歳で3,500人くらいみえるが、平成20年度の特定高齢者数については353人です。

小池委員　　　全員が評価の対象か。

福祉課長　　　353人と特定高齢者にスクリーニングをして、その内口腔ケアなど事業に参加した人が21人です。

小池委員　　　他の事業は何か。

福祉課長　　　資料が手元にないので、後でお答えします。
（21人の内訳は、数字は一部重複しています。口腔ケア8人、あったかサロン5人、アクア教室８人、筋力トレーニング教室２人、栄養改善教室４人、以上です。）
委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第15号平成２０年度長久手町介護保険特別会計補正予算(第３号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第15号は原案のとおり可決することに決しました。

この際、暫時休憩とします。

　　　　　　　　　

午後０時１８分休憩

　　　　　　　

午後１時２８分再開

議案第７号

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開します。

次に議案第７号平成２１年度長久手町介護保険特別会計予算についてを議題といたします。議案第７号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第７号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第７号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

加藤武委員　　433ページ、介護保険料が3,769万３千円増えたのは人数が増えたのか、金額が増えたのか。

高齢介護係長　人口増もあるし、20年度が少し低く見積もっていたこともあり、21年度が増額になりました。人口増は601人です。

加藤武委員　　449ページ、介護保険、居宅サービス費5,634万８千円前年度と比べて減っているがなぜか。

保健福祉部長　算定については実績で算定しています。だいぶ減っているのでこうなり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ました。

加藤武委員　　実績ということは、居宅サービス人数が減ったのか、サービスが減ったのか。

保健福祉部長　人数と単価も減少しているという実績を元にしています。

加藤武委員　　人数も減って、単価も安くなったのか。

保健福祉部長　人数、単価も実績を元に算定したのでこうなりました。

加藤武委員　　455ページ、特定入所者介護サービス費2,980万円どのようなことで支出するのか。

福祉課長　　　サービスの10パーセント、食費、居住費、日常生活費が個人負担となるが、低所得者へは所得に応じた限度額を自己負担しますが、残りの差額分を町から給付するための予算です。

加藤武委員　　低所得者へは、町が援助するのか。

福祉課長　　　低所得者へは、施設利用が困難とならないよう、申請により一定以上は保険給付されるが、低所得者には所得に応じた負担限度があり、限度額までを自己負担し、超えた分についてはここから給付するものです。

加藤武委員　　支払えない人の分を保険から払うということか。

福祉課長　　　限度額が決まっており、それ以上は払うということです。

加藤武委員　　459ページ、包括的支援事業委託費2,600万円は、どこへ委託するのか。

福祉課長　　　包括的支援事業、現在は社会福祉協議会ですが、将来的には２圏域にしていく考えがあります。

加藤武委員　　２圏域とは、２箇所のことか。

福祉課長　　　そうです。

加藤武委員　　社会福祉協議会と、もう１箇所か。

福祉課長　　　そうです。

加藤武委員　　委託金額の割振りはどうか。

高齢介護係長　まだ予定ですが、地域型と基幹型で割振り、金額は同額ではない。

　　　　　　　地域型４、基幹型６くらいです。
木村委員　　　457ページ、介護予防事業のＰＲはどのようにされているか。

福祉課長　　　広報や事業の一覧表のチラシを作って周知している。

木村委員　　　参加者が21名と言われたが、少ないと思うが、もっとＰＲを考えたらどうか。

福祉課長　　　包括支援センターで予防プランを各個人にあったプランニングをするが、高齢者で積極的に参加していただける人が先ほどの２１名で、予防プランを話しても遠慮されるのが現状です。

高齢介護係長　21名というのは、特定高齢者を把握した平成20年度が353名の内、介護予防事業につなげた人が21名です。353名の内、訪問して、電話して、促して参加したのが21名です。

木村委員　　　どれだけ参加者がおられるのか。

高齢介護係長　20年度まだ終了していないが、あったかサロンは前期８名、後期17名、申し込み人数は27名。アクア教室は年３クールあり１クール８回20人くらいです。アクア教室の事後指導、年24回、20人くらいの参加。転倒予防教室２クールあり１クール24回、毎回４名。筋力向上トレーニング週1回が48回、18名。いきいきクラブ13箇所で憩いの家などで年72回で1回15名～30名。口腔ケアは３クールあり1クール４回、10名前後。栄養改善教室は２クールあり1回、４名。わいわい給食会、年24回、10名くらいの参加です。

委員長　　　　４月から介護認定基準が大幅に変わるが、居宅介護のホームヘルパーが週10回が３回に減ると聞くがどう見ているのか。

440ページ、基金繰入金、2,861万３千円だが、基金を取崩している。　　　450ページ、施設介護サービス給付費が961万円減るがどうして減るのか。　　　　　居宅介護サービス計画給付費が635万５千円減るがなぜか。

地域密着型介護予防サービス給付費が31万円減るがなぜか。

458ページ、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費、介護予防ケアマネジメント事業費、総合相談事業費がゼロになっているのはなぜか。

福祉課長　　　認定の調査項目は21年４月から、従来あいまいだったものが見直されまして、より現状の介護状況に即した形に、介護の手間も調査できるようになるものです。基本的なものは変わらず、より的確な介護の手間が捉えられるようなものになります。従来の点数が低くなることはありません。県の話では２割ほどは介護度が上がるといわれている。

441ページ、基金繰入金1,838万５千円は、21年～23年度の合計で9千万円を投入していく考えで、21年度はこの金額です。介護従事者処遇改善臨時特例基金繰入金は、新たな基金を設けてプールしていくということです。

福祉課長　　　施設介護サービス給付費については、平成19年度の要介護ごとのサービス利用率、利用回数、利用単価を元にして、それを見込んで21年度の介護者数で計算し比較した場合に961万円低くなったということです。

居宅介護サービス計画給付費は、要介護１～５のケアプランの作成で、　　平成19年度利用率と比べて下がっているということで、635万５千円の減ということになっています。

452ページ、地域密着型介護予防サービス給付費は、要支援１・２の人が使うサービスで、平成19年度の利用を元にして、21年度の見込みの金額を出し金額が減になりました。

458ページ、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費、介護予防ケアマネジメント事業費、総合相談事業費は、２目の包括的支援事業費2,600万円に移行したものです。

委員長　　　　第４期の計画をどういう形でつくったのか、その説明をしてもらいたい。施設利用の抑制が図られ、施設利用者を要介護２以上の認定者の37パーセント以下にするという枠が決められたこと。介護施設利用者の介護度４・５の占める割合を70パーセント以上にしなさいと。要介護５以上の人しか入れないと。４の人は入れないと、それはどうか。

介護施設のユニット化、定員数の50パーセント以上にしなさいと、たいようの杜は特別養護老人ホームなので、70パーセントにしなさいと。

介護型の療養病床が無くなると。そういうものがひっくるめて介護計画が作られているのか。

特養の待機者が70名もいる。介護度３・４の人も施設に入りたくても入れない。サービスもヘルパーが週10回が３回になってしまう。いろいろ決めても介護保険が黒字になっていく。使えるような介護保険サービスのしなければいけないと思うがどうか。

福祉課長　　　21年から23年度の計画は、最終年の26年の中間で、基本的に計画は踏襲して、施設利用の抑制37パーセント以下、介護度４・５の方の70パーセント以上を特養でとか。個室ユニットの特養については70パーセント以上、療養型の病床の廃止もあるが、基本的には変わらずに今後もいくということです。介護保険事業については、事業のほかにプラス、予防、福祉計画の地域の見守りなども含めた形で、地域で助け合っていく事業も含めた形で、新しい計画というものを進めていきたいと考えています。

委員長　　　　重度の寝たきり状態の人が、調査項目の移動、異常で、完全に移動もできないから、前はねたきりなので援助しなければいけないと。今回の改正では、動きようがないので自立している、何もやらなくていいから自立になると、そういう認定になると。自分で食べれない人も、点滴とか栄養補給はするが、手間はかからないから自立と同じだと。今回のものは日常生活の支障は評価しなくていいと。全介護でも自立と同じ。こういうことはどうなのか。

保健福祉部長　今回調査の項目が82項目から14項目が削減され、６項目が増えたが、国が考えたのはばらつきがあったのを削り、主治医の意見書で代替できるとしている。認定審査会の中で重要な事項であるとの認識で、あまり悪くならないよう影響しないように考えている。

委員長　　　　たいようの杜は、さまざまな介護保険の報酬を加算し、運営していると言われていた。こんど介護報酬が３パーセント上がるということだが、それが職員の給料になるかと。とても職員には反映されないと言われた。在宅介護でやっている人は、報酬が上がることによってやっていけなくなるのではと、そんな心配もされていた。

介護保険の運営を町としてはどのように考えているのか。

福祉課長　　　基本的には、国の基準に沿ってやっていくことを考えています。

小池委員　　　実態に合うのか、介護サービスを要する人は今後どのように見込んでいるのか。対象者が増えるとは見てないのか。

福祉課長　　　65歳以上は増えると見込んで、各サービスについては、将来的な高齢者人口をみてプランニングをしている。

小池委員　　　456ページ、介護予防事業費は前年よりも減となっているが、事業を充実させる努力が、予算からは見られないがどのようか。

福祉課長　　　前年度予算と比較して減額となっているが、町の社会福祉事業として他市町と比べてやっている方だと考えている。今後も継続してやっていきたいと思っている。

保健福祉部長　介護予防は、介護給付費の３パーセント以内という縛りがあり、一般会計でも2,400万円程の事業をやっています。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第７号平成２１年度長久手町介護保険特別会計予算について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手多数であります。よって議案第７号は原案のとおり可決することに決しました。（反対：小池委員）

議案第２１号

委員長　　　　次に議案第21号長久手町介護保険条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第21号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第21号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第21号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

川本委員　　　配布された表を見ると全体に下がったと判断できるが、中味が下がらないようなチェック機能はしっかりしているのか。

福祉課長　　　チェック機能は、介護保険については、地域密着型の関係は町で行い、特別養護は県がすることになっている。

加藤武委員　　この金額はどのようにして出したのか。

福祉課長　　　平成21～23年度の介護保険給付費、地域支援事業費の合計から第１号被保険者の負担分の20パーセントを出して、調整交付金はないので、その関係をプラスし、介護基金を9千万円プラスし合計額を出し、合計に収納率を掛けて、所得割合補正後の被保険者数22,632人で割り、保険料の年額4万８千円が出ますので、それを12月で割ったもので計算し出している。

加藤武委員　　今の説明では、全然わからない。4,335円が4,002円ですので、これはどう計算して出したかを聞いている。

小池委員　　　３年前の改定の時は、今言われたような積算の資料を４枚くらい配られた。

加藤武委員　　名古屋市はわかりやすいものがホームページに載っている、分かりやすいものをホームページに入れておいていただきたい。

福祉課長　　　条例そのものだと分かりにくいので、色分けをした、分かりやすい表を出させていただいた。

委員長　　　　議案の概要では、第３条第１号には24,300円とあるが、附則には24,000円とある。本則の金額と附則の金額が違う、なぜ違うのか。それと月額がいくらなのかが書いてない。基準額の4,002円しか書いてない、他の月額がわからない。

福祉課長　　　条例の金額と、お配りした表の金額が違うのは、介護従事者処遇改善臨時特例交付金が21年から23年の対応ですので、条例の金額は特例交付金が入っていません。お配りした表は、21年から23年までの交付金を入れて計算した金額のものです。

福祉課長　　　積算の資料を準備します。

委員長　　　　この際、暫時休憩とします。

午後２時３９分休憩

　　　　　　　

午後２時５４分再開

委員長　　　休憩前に引き続き会議を再開します。資料に基づいて説明をしてください。

福祉課長　　今、配布した資料に基づき説明します。

45億9,217万9,603円が21年～23年度までの給付費見込額です。負担率の20パーセントに調整交付金をプラスし、地域支援事業費1億3,724万5,599円に負担率20パーセント掛け、そこから基金の9,000万円を引いて、それを収納率で割って、なお所得段階別加入割合補正後被保険者数22,632人で割ったものを更に12箇月で割ったものが月額4,058円となります。

委員長　　　段階別の月額を教えてください。

福祉課長　　改正後の月額は、１段階　2,001円、２段階　2,001円、３段階　3,002円、４段階の特例　3,522円、４段階　4,002円、５段階　4,522円、６段階　5,003円、７段階　6,003円、８段階　7,004円　このようになります。

委員長　　　他市町の状況は、わかりますか。

福祉課長　　尾張東部圏域の資料がありますので、後ほど配布します。

（休憩中に2月13日現在の一覧表を配布）

委員長　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第21号長久手町介護保険条例の一部を改正する条例について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第21号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第２２号

委員長　　　　次に議案第22号長久手町介護従事者処遇改善臨時特例基金条例の制定についてを議題といたします。議案第22号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第22号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第22号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

加藤武委員　　これはどういう施設へ出すのか。

福祉課長　　　国から町へ入り、各施設に給付ではなく給付費にプラスして出すということです。

加藤武委員　　施設へ直接行くのではないのか。

福祉課長　　　施設へ直接ではなく、基金でお金が町へ入るということです。

加藤武委員　　介護士、ヘルパーの賃金アップはどのように考えているのか。2.8パーセントアップするのか。

福祉課長　　　その件については町では、把握していません。

加藤武委員　　給付費に上乗せてして出すのか。

福祉課長　　　そうです。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第22号長久手町介護従事者処遇改善臨時特例基金条例の制定について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第22号は原案のとおり可決することに決しました。

　　　　この際暫時休憩とします

午後３時　８分休憩

午後３時２０分再開

議案第２８号

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開します。

次に議案第28号長久手町福祉の家温泉交流施設の指定管理者の指定についてを議題といたします。議案第28号について、執行部の説明を求めます。

福祉課長　　　議案第28号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第28号に対する質疑等を行います。

　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

加藤武委員　　地方自治法244条の２は、絶対これで指定管理者でなければいけないのか。

福祉課長　　　平成18年４月１日から指定管理者制度になったものです。

加藤武委員　　必ず指定管理者か、しなければどうなるのか。

福祉課長　　　指定しなければ、直営となります。

加藤武委員　　温泉を直営とは、どういう形になるのか。

福祉課長　　　町が直接運営するということです。

加藤武委員　　委託の方法はないのか。

福祉課長　　　指定管理者制度なので、委託という方法はありません。

加藤武委員　　指定管理者にすることのメリットはどういうことか。

福祉課長　　　指定管理者のメリットとしては、多様な団体が有するノウハウを公の施設の管理業務に活用し、住民サービスの向上と管理経費の縮減を図っていくのが指定管理制度の目的ですので、それに合わせた運営、沿った形で運営しています。

加藤武委員　　町長が社長だから、町長の意向は社長の意向だから、町の施策を効果的に行うことはできるので、指定管理者にしなくてもいいのではないか。

財政課長　　　従来は公共的団体に管理委託も可能でしたが、平成15年の地方自治法の改正により廃止されました。新たに指定管理者制度になり従来の管理委託制度はとれなくなりましたので、指定管理者制度にするか町の直営のどちらかになります。

川本委員　　　指定期間を５年とした意味はどこにあるのか。

福祉課長　　　長久手温泉は、温泉交流施設を運営するために設立した第三セクターであり、開館後６年経って経営も順調であり、施設の業務内容に一定の専門性があるため、人材の確保、育成に時間、費用を要していることから、今回の指定期間を５年としました。

佐野委員　　　今までの指定期間３年の議論はなかったのか。

福祉課長　　　前回の指定期間３年は、修正案で５年から３年となりました。

加藤武委員　　指定管理者選定委員会名簿をいただいた。その選定委員会で指定する結果なったと思うが、ホームページの資料で選定委員会の評価点100点満点で、82.7点で指定することになったと思うが、点数はだれがつけたのか。

財政課長　　　選定委員がそれぞれ点数を付け、平均点を出しました。

加藤武委員　　何点以上で指定管理者として認めるのか。

財政課長　　　60点以上を合格点とさせていただいてます。

加藤武委員　　５年の指定期間は選定委員会で決めたのか。

財政課長　　　町の指定管理の仕様書で５年としているので、委員会では５年、３年の審議はしていません。

加藤武委員　　期間については、審議していないのか。

財政課長　　　期間についての審議はしていません。

加藤武委員　　町が５年と決めて、温泉から５年の申請書が出たということか。

保健福祉部長　温泉の申請書が５年です。（後で訂正あり、町の指示で５年）

川本委員　　　議案がぎりぎりに出てきているが、もっと早く出してくるべきではないか。今出す意味は何か。

福祉課長　　　前回の提出も３月議会でしたので、今回も同じとしました。

川本委員　　　可決されないとどうなるのか。

福祉課長　　　町の直営ということになります。

委員長　　　　安定した収入で優良企業であり、公募するとあちこちから応札に来ると。　　指定管理か直営ということになると、この際直営に戻すことも選択肢としていいのではないか。　　

指定管理者にすることにより、様々なところがブラックボックスになっている。我々が要求する資料が出てこないということになる。儲けるためには、何をしてもいいことになる。今までは目的外使用で施設使用料を取っていたのが、指定管理者がいいようにしている。儲けは全て指定管理者が取ることになる。

社長が町長で身内がしている。そこに不公正な部分が出てきてしまうのではないか。この際直営にし、黒字は町の一般会計へ入れると。考え方を切り替えたほうがいいのではないか。

福祉課長　　　公募も選択肢としてあるのではとの話ですが。株式会社長久手温泉は、町民福祉の向上と健康の維持増進を図り、町内外の広域的な交流を促進するという設置目的を受けて、温泉の交流施設を管理するのを目的に町が60パーセントを出資し設立した会社です。町と密接に関係した、住民サービスの一翼を担った団体です。そういうことから公募ではなく、任意指定で行っていくということです。なおかつ、実績を見ると6年間黒字経営です。

副町長　　　　基本的考えとして、指定管理者制度の導入ができない施設、町が直接管理することが適当と判断される施設以外は、指定管理者制度にしなさいというのが指定管理者制度の目的ですので、温泉業務は指定管理者制度でいくことが適当であろうと考えます。

委員長　　　　法改正により、公のサービスを民間にとの趣旨は、副町長が言われるそのとおりと思うが、温泉業務を町は公募しない。

公募をしないことで、法の趣旨に沿ってないとしたら、公募はしなければならない。法的なことがおきたらどうなるのか。

福祉課長　　　町と温泉が当事者同士合意して行っているので、合法的です。

委員長　　　　地方自治法の改正の趣旨に違反しているとして、裁判になったら負けるのではないか。

福祉課長　　　公募についての総務省の行政局通知は承知しています。

しかし指定管理制度については、平成18年６月22日の質問趣意書に対する答弁で閣議決定されています。それによると、地方公共団体が置かれている状況、公の施設の性格等により、公募することなく指定管理者を指定することは妨げられるものではないと考えられている。とされております。

これは内閣法制局の審査を受けたうえの閣議決定ですので、法務省の局長通知よりも行政判断としては、より上位のものであると。町としては、この閣議決定に従って判断したものです。

小池委員　　　公募に関しては、妨げられるものではない。ということは、そうしなさいということではない。あくまでもやることは違法ではないだけで、それを盾に公募はしませんということには説得性はないと思う。

町は温泉を経営させるために第三セクターをつくったのだが、第三セクターをつくって温泉を経営させる目的は何なのか。

福祉課長　　　第三セクターの目的は、本来ならば温泉事業というのは直営で行うべきところですが、ノウハウや人材などに関して民間の活力を入れた方がいいということで、町がつくった第三セクターに運営を任せているということです。

施設の設置目的、町の施策を受けて町が出資した第三セクターですので、町の方針に沿った形で長久手温泉に運営を任せているということです。

小池委員　　　民間の活力を取り入れるためというのはわかるが、それは町として、大きくはどういう目的で町はしているのか。町は経営の黒字を目指しているということか、何のために。

福祉課長　　　株式会社なので当然黒字を目指している。それから町民の福祉、健康の維持増進を図り、町内外の広域的な交流を促進するという、施設の設置目的に沿ったかたちでやっているということです。

小池委員　　　町が第三セクターの会社をつくったのは、会社の利潤が目的ではなく、町民の福祉向上、交流も含めてということが目的でよろしいか。

福祉課長　　　黒字がではなく、黒字もということです。それも目的にある中で町の目的に沿ったかたちでということです。

小池委員　　　会社として黒字が目的といわれるが、町が60パーセントを出資して町が造った建物で経営をさせている。町として出資をした目的は、町民の福祉の向上ということが最終的な目的だということでなければ、おかしいのではないか。

会社が黒字経営をすることも目的だと、最終的に町民の福祉の向上を図り、福祉の家を活性化させて町民のためになる。町民にとって利益になるということが目的であるということでないといけないと思うが。そうではないということか。

福祉課長　　　目的に沿ってやっていくことと。第三セクターであっても民間の株式会社であり、利潤の追求は当然のことで、利潤が枯渇すれば会社の運営も危ういことになる。町民にとってもマイナスになる。利潤の追求も目的の１つであるということは間違いありません。

小池委員　　　黒字である順調であると言われるが。それを示す資料が今回全然出されていない。出された資料も申請書で、今後の収支計画書についてはあるが、これまでの３年間実績、どのように指定管理をして、温泉交流施設の経営でどのように利潤を、黒字になってきたのか。そのような経営状況が示されていない。順調といわれても、決算報告だけではわからない。内容が示されないといけないと思う。そういった資料を出していただきたい。

福祉課長　　　お手元の資料は、選定委員会の資料です。その中に一番新しい６期の損益計算書、貸借対照表があります。選定委員会の委員のみなさんも、それにより判断をされていますので、よろしくお願いします。

小池委員　　　この貸借対照表は会社全体のものであり、指定管理部分の経営結果のものではない。

今回の指定管理の対象、温泉交流施設の経営実態、これまでの実績がわかるものがなにもない。会社全体のことではない。指定管理をしていた部分についてどうだったかを聞いている。

副町長　　　　指定管理は会社にしているので、それでいいと考えますが。

小池委員　　　指定部分のものではない。温泉交流施設のもでなければ経営の状況がわからない。

福祉課長　　　指定管理は株式会社長久手温泉にするものであり、あぐり部分のものを区分する必要ないと考えます。

川本委員　　　小池委員と執行部では考え方が違うので平行線です。委員長どうですか。

委員長　　　　他の委員の皆さんは、どうですか。

小池委員　　　堂堂巡りであると言われるが、明らかにしないと確認をするものがない。だから当然出されてしかるべきだと言ってるわけです。

福祉課長　　　報告については温泉の実績を言われていると思うが、長久手温泉については、毎年、指定管理者としての報告、第三セクターとしての報告を議会に出しています。報告はされているものと考えます。

小池委員　　　それは指定管理者としての報告ではなく、温泉会社としての報告です。第三セクターとしての報告は議会にされています。指定管理者としての報告はされていない。その事実は認めないと困ります。

福祉課長　　　区分の話と思うが、指定管理区域を別けての報告よりも、全体の報告のほうがよくわかると考えている。

小池委員　　　なぜ出せないのか。出せないはずはない。温泉部分収支のものが出せないのは住民に対して説明責任が果たせない。求めるものを出せないのがわからない。

福祉課長　　　指定管理を長久手温泉にという議案を出してますので、２つの内容に別けるということは必要ないと考えます。

保健福祉部長　平成20年８月20日の総務省自治財政局公営企業課の第三セクターに関する指針の概要等では、第三セクターに求められている情報公開の内容は、財務状況について、総体的な把握ができように法人の財務数値とその合計額、純計額等を記載した表を作成し公開するよう努めることが望ましいということが義務付けられています。この内容は、毎年株主総会が終わったあとに議員各位にお渡ししています。従って情報は開示していると考えています。

副町長　　　　第三セクターの説明と、小池委員が言われているのは、指定管理部分だけ切り離して出せないかということなので、ちょっと違う。

小池委員　　　一方、自治行政局、指定管理指定についてでは、指定管理したところが利益をあげた場合には、配分についても協定などでというようなことが述べられている。指定管理部分についての収支がきちんとされていなければ、その部分についての利益が最低限必要である。

別件で、協定はもう作られたのか。

福祉課長　　　まだです。

小池委員　　　内容は18年度と同じと考えているのか。

福祉課長　　　おおむね同じです。

小池委員　　　協定の内容も示されるべきではないか。

福祉課長　　　協定を交わすときには、町側と精査する形で行っていきたいと考えている。

副委員長　　　５年は申請者からか。

保健福祉部長　先ほどの答弁を訂正します。町が指示したものです。

加藤武委員　　町が５年で指示し、温泉も５年で承知しているのか。

福祉課長　　　５年は今までの実績からいうと順調にきているので、本町としてもよいと考えます。

加藤武委員　　２～３日前に町に監査請求を出された。利益、修繕費などでトータルで２億円近いお金があるが、そのお金を家賃代、駐車場代に充てないのかという内容だったかと思うが、そういうことに関して、指定管理者にする場合、どのような心構えで町はやっていくのか。結論が出てないのでわからないと思うが、

福祉課長　　　住民監査請求については、監査委員さんが内容を審査し今後回答がされると思うので、住民監査請求の議論については、この場での発言は控えさせていただきたいと思います。

加藤武委員　　議論ではない、内容についてどのように考えているのかを聞いている。それも答えられないのか。

福祉課長　　　長久手町と株式会社長久手温泉とは、利用料金制をとっています。使用料を取らない代わりに利用料金制で温泉がやっていくと、それを両者が合意して指定管理協定に基づいて管理をしているものです。

加藤武委員　　意味がわからん。

副町長　　　　どうして使用料を取らないかということですが、指定管理制度に移行する前から第三セクターをつくって利用料金制で行っている。当初は委託料を払わない代わりに収益で運営しなさいと。

指定管理制度が導入されてからは、同じ利用料金制で管理料を払わない代わりに、収益を上げて利用料金を取って管理をしてくださいということですので、使用料は発生しないと考えている。

加藤武委員　　光熱費、施設管理費について、町の配分割合がおかしい。修繕費、工事代金も町の負担が多く、温泉の負担が少ない。６年経ってお金がたまってきている。なぜ温泉会社との負担割合を変えないのか。２億円もあると不正にはたらくこともあるので、温泉との負担割合を変える気はないのか。

福祉課長　　　負担割合については、今のところ、この形で継続していきたいと考えている。

加藤武委員　　なぜ今後検討すると答えないのか。

福祉課長　　　負担割合の根拠ですが、光熱水費、都市ガス、電気があるが、水道については、それぞれ実費・・・

　　（「そんなことわかっとるわ、知っとるわ」の声あり）

加藤武委員　　最初は、不安の要素があったから負担割合は温泉側を軽くしていたと思う。６年経って温泉の調子がいいと、蓄えのお金もできてきたと、だから負担割合も変更していかなければいけないと思うが。変更しないというから、それはおかしいのではないかと言っている。

福祉課長　　　負担割合については、例えば光熱水費ですが、９割以上を温泉が出している。・・・

　　（「そんなことは聞いてない」の声あり）

加藤武委員　　施設管理費はいくらか。８千万円くらいかかっている。温泉はいくら出しているのか。細かいことは言っていない。

副町長　　　　加藤委員が言われたのは、余剰金といったものが8,300万円ほどあって、施設のものが１億２千万円ほどあって、合計約２億円と言われますけど、会社として営業をしていて、会社のお金がまったくない状態でやっていくこと自体ありえないことなんです。施設改修の引当金についても、温泉としてやっていく部分の施設改修をするということでの引当金です。余っている考え方と必要経費と考えるのか、それは会社の必要経費と考えていただきたい。

加藤武委員　　改修の費用として1億２千万円ためていると。例えば改修が１億円かかると、町が７割出して温泉が３割というようなことでやるわけでしょう。

副町長　　　　施設全体として、町がやらなければならない改修と温泉独自の改修と、それぞれのタイミングで行いますが、今言われる１億２千万円は、温泉施設として営業上の模様替え等をするときのお金で必要としているものです。温泉がそれをするときに町が負担するということはないです。

小池委員　　　これまで修繕引当金の話は議会でも出たことはない。これまで修繕費はどうかという予算や決算、一般質問での質問には、大規模なものは町がする。軽微なものは会社するというのがこれまでの答弁でした。

ところが、１億２千万円もあるとわかると、温泉の中の、大掛かりのものは会社が改修をすることになっている。本来会社が一銭も払ってない町の資産を勝手に改修することにもなるわけです。それはそれでは問題が発生すると思うし、大規模な改修は町がするというこれまでの答弁とは違うことになる。そのへん明確なものがない。

むしろ収益が上がれば、場所、駐車場の使用料を徴収して、町として必要なものについては、一部温泉の負担はあるが、そうやっていくことが適切と話をしている。

先ほどの利用料金制の法的な根拠はあるのか。あったら言ってください。施設使用料は取るものではない。取れないということがうたってあるものはあるのか。

福祉課長　　　いろいろな本を見ると利用料金制というものが出てきますが、条項が何条かということについては、どこかは今はわかりません。しかし、使用料を必ず取らないと違法だということではなくて、本町では利用料金制を採用して、出さないから取らないということで、両者が合意のうえで契約しているということです。

小池委員　　　町の姿勢として収支がトントンであればいいが、公の施設はそんなに儲かるもではないが、長久手温泉はそうではない。法的な根拠も何もなく、合意は全くできないものです。

福祉課長　　　よく話に出るのが利益剰余金ですが、8,300万円ほどありますが、自己資本比率からみると43パーセントに過ぎません。自己資本比率は基本的には会社にもよりますが50パーセントを目指していきたいというのが理想です。必ずしも8,300万円あるからといって儲かっているということではない。株式会社だから当然のことながら自分の蓄えがそれだけあるということ、黒字経営なのでむしろいいことと考えています。

佐野委員　　　６年間やってきて利益も出た。充分ではないと言われたが、使用料も取っていないからこれくらいの利益が出るのはあたりまえだと皆さん言われてるわけです。

目に見える形で町民にフィードバックがないので、皆さん納得できないのではないか。利益が出ているから町民に還元する形。例えば利用料を安くしますよ。利益を町民に還元する考えはどうですか。

副町長　　　　料金については条例で決まっていますが、もう少し経って黒字であれば、今すぐにではないですが、今後一度検討していかなければと思います。

佐野委員　　　そのような試算はされているのか、シュミレーションはされているのか。

福祉課長　　　先ほどの答弁で、自己資本比率の50パーセントは、とりあえず50パーセントを目指していくと聞いてます。

　　　　　　　住民への還元については、今後のことと思います。

小池委員　　　自己資本比率50パーセントを目指したいは、一般の会社はそうだと思うが。第三セクター長久手温泉は、建設も何もせず施設があるところに入って、経営をしているだけなので、減価償却があるわけでもないので、理解はされないと思う。利益を溜め込むことは。

一般であれば、借入れもあり、減価償却もしながらであればいいと思うが、長久手温泉は一切何もない。一般の会社とは違う。広大な駐車場ですら無料で町のものを勝手に使っている。

副町長　　　　小池委員の言われることもありますが、逆に資産というものを持っていません。例えば、今の余剰金がないと、今後どういう状況になっても借入れすら株式会社であってもできないです。そのためにも余剰金がないと銀行からの貸付も受けれないことになります。そういうことで仮に赤字になったら、60パーセントは町が責任を持って補填をすることになる。そういうことでいけば、現在の状況はいいことと考えています。

小池委員　　　前々回の議会で使用料について検討を言いました。町長は小池議員の言われることはもっともだと言われた。それについては検討するといわれたはずです。にもかかわらず今後の協定の中に含まれない。執行部では安曇野にも調査に行っているが、使用料を取ることが前提でなければわざわざ調査に行かないわけで。使用料を取りませんというのは、どこが、誰が決めたのか。

総務部長　　　住民監査請求が今出ています。これは町の職員ではなくて監査委員という場をもって、論議をされますので、ここでとやかく言うことはないと考えます。

会社についても、今順調ですが、例えば今地震が起きて温泉がストップしたら、従業員の方を、はいさようならではいけないと思います。何らかの生活援助もすべきことで、会社としても従業員のことも考えながら蓄えをしてるものと思っています。

委員長　　　ここで暫時休憩とします

　

午後４時２０分　休憩

午後４時３０分　再開

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開します。

小池委員　　　私の質問に対して、総務部長は話をされたが、今後のことを私は聞いているのではなく、町長が答弁したことに対して調査までして、それに対してなぜ進まなかったのか、その間のことを聞いてますので、説明員で答弁してください。

福祉課長　　　９月議会で、使用料を検討するという町長の答弁を受け、どんぐりの湯、ほりでーゆー、四季の郷、その他長野県の日帰り温泉を調査しました。

どんぐりの湯は、使用料を取っていません。使用料を取らない代わりに収入金を豊田市に納めているが、その２倍くらいの運営費がかかり豊田市がどんぐりの湯に支払っているということです。担当者の話ですと、温泉収入金額よりも多い金額を豊田市から指定管理料としてもらわないと運営が成り立たないという話が聞けました。

長野県の日帰り温泉についても調査しました。南信州の、20箇所の施設のほとんどが赤字でした。これらの施設は使用料を市町村に納めていますが、経営上赤字となっているため、地元市町村から収めた使用料のはるかに上回る指定管理料を経営助成のために、市町村が支出しているのがわかっています。

ほりでーゆー四季の郷は、安曇野市に対して使用料を払ったうえで、なおかつ黒字であります。しかし、年間売り上げ約６億2,629万２千円の内、日帰り入浴関係とレストランなどの収入が、2億331万７千円あります。黒字の理由は、宿泊棟２棟41室、コテージ、オートキャンプ、その他屋外レクリエーション施設での収入が４億2,297万５千円あることから黒字となっています。安曇野市に対して使用料が払えるということです。日帰り入浴だけでは使用料は出せないというお話を聞くことができました。

以上のことを現場へ行き調査しました。町としては、調査した他市町の状況、本町の状況踏まえまして使用料は取らない結論になりました。

小池委員　　　いまの話でどうして使用料を取らないことになったのかがぜんぜんわかりません。赤字のところを見たって。赤字のところから使用料を取れとは私は一言も言ってません。

私が議会で言ったのは、四季の郷ほりでーゆーのことだったと思います。そこは年間６千万円くらい使用料を取っていると聞いてます。温泉施設だけでなく全体でということだが、全体でも何でも関係ない。施設を使って４億円の売上があるということに基づいて使用料を取ってるわけですから。なんら長久手温泉との違いがあるとは考えられません。

今の話で、長久手が使用料を取らないことにしたという理由に、理解はできない。

今の話は聞きました。

加藤武委員　　１時間余り質問しましたが、今までと同じ状況で指定管理者に指定するという結論ですね。

副町長　　　　加藤委員の言われるように、お出した議案のとおりお願いしたい。

委員長　　　　採決の前に、ここで暫時休憩とします。

午後４時３６分　休憩

午後４時５９分　再開

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開します。本日は、議案審査の都合上、会議を延長します。

ただいま、加藤和男副委員長からから議案第２８号に対する修正案が提出されました。
加藤副委員長から提案理由の説明をお願いします。

副委員長　　　議案第２８号長久手町福祉の家温泉交流施設の指定管理者の指定についてに対する修正案を下記のとおり、会議規則第６７条の規定により提出します。

内容は、３指定の期間を「平成21年4月1日から平成26年3月31日まで」を「平成21年4月1日から平成24年3月31日まで」に改める。ということです。
委員長　　　　説明は終わりました。修正案に対する質疑、意見はございませんか。
　　　　　　　ないようですので、これより討論採決に入ります。
議案第２８号　長久手町福祉の家温泉交流施設に指定管理者の指定について討論を許します。

　まず、修正案に対する賛成討論の発言を許します。ございませんか。
川本委員　　　長久手温泉の運営に対して議論が交わされてきました。この際第三者の監査をもって答を出すべきだと思います。本来ならば継続審査とするべきと思いますが、４月１日から支障をきたします。そのような観点から、指定期間を３年として、その間にはっきりと答を出して、住民に理解ができることを思い、次の期間がきたときには納得できる指定期間を定めるべきだと、この修正案に賛成します。

小池委員　　　質疑の中では、このまま５年間の期間で長久手温泉に指定管理をさせるということについては、認められないと考えます。24年３月31日までということで、修正案に賛成するわけですが、この現状を認めるということではなく、早急に現実に合わせた、より町民の福祉に即した対応を取っていくことを求め期間の短縮ということで、修正案に賛成します。
委員長　　　　他にございませんか。

ないようですので、次に、修正案に対する反対討論の発言を許します。　ございませんか。
　　　　　　　ないようですから、修正案に対する討論を終結いたします。
次に、議案第２８号の原案に対する反対討論の発言を許します。　
ございませんか。
　　　　　　　ないようですから、次に、原案に対する賛成討論の発言を許します。　ございませんか。
　　　　　　　ないようですから、原案に対する討論を終結いたします。
　　　　　　　これより、挙手により採決いたします。
　まず、最初に修正案について採決いたします。
本修正案に賛成の議員の挙手を求めます。
　　　　　　　挙手全員であります。よって本修正案は可決されました。
　　　　　　　次に、ただ今修正議決した部分を除く原案について採決いたします。修正議決した部分を除く原案について賛成の議員の挙手を求めます。
　　　　　　　挙手全員であります。よって、修正議決した部分を除く原案は可決されました。
委員長　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

　　　　なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異義なしの声あり）

ご異議ないようですのでそのように取り計らいさせていただきます。請願については副委員長から報告させていただきます。以上で文教福祉委員会を終了いたします。

午後５時５分　閉会
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２１年３月１３日

文教福祉委員会委員長　　原田秀俊
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